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序     文 
 

 国際協力機構は、イラン・イスラム共和国と締結した討議議事録（Record of 

Discussion：R/D）に基づき、圃場整備技術、栽培・機械化技術にかかる農業技術者養

成機能の充実･強化を目的とする、技術協力方式プロジェクト「イラン･ハラーズ農業

技術者養成センター計画」を、1999年（平成 11年）7月 1日から 5年間の予定で実施

しています。 

このたび、プロジェクトの協力期間終了を約３カ月後に控え、協力期間中の活動実

績などについて、イラン側と合同で総合的な評価を行うとともに、今後の対応策など

を協議するため、2004年（平成 16年）2月 26日から同年 3月 16日まで、当機構農業

開発協力部次長 荒井博之を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣しました。 

 本報告書は、同調査団によるイラン政府関係者との協議、及び評価調査結果などを

取りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用され

ることを願うものです。 

 終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心から

感謝の意を表します。 

  

平成 16年 3月 

 

国 際 協 力 機 構 
理事 鈴木 信毅 
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研修センターの外観（正面から） 
外観は完成している 

宿泊施設（3階建て） 
 研修センターに隣接した宿泊施設（外観は研修

センター同様完成している） 

  

 
建設センター内部（中央部から玄関を臨む）
 玄関部分の照明機器は工事中であった 

 建設センター内部（教室） 
 教室（15 名～25 名程度が研修可能）の内装は
完成しているが、まだ机・椅子等が設置されてい

ない 

 
  

  
建設センター内部（実験室） 
実験機器、それを格納する戸棚、机・椅子等は

すでに設置されている 

建設センター内部（実験機器） 
 戸棚には、実験機器が格納され管理されている

  



 
インタビュー調査 
 合同評価チームがカウンターパートの執務室に

入りインタビューしている 

 協議（合同評価会） 
 合同評価チームの結成時は、評価チームメンバ

ーに加え、カウンターパートのチーフも参加し協

議した 
  

  
付属農場 
 前プロジェクト「カスピ海沿岸地域農業開発計

画」で圃場整備を実施した圃場は、現在、当セン

ターの付属農場となっている（100m×30m の区画
が標準） 

パイロットモデル圃場 
牧草類、ソラマメ、キャベツ、レタスなどを試

験的に栽培し展示している 

 

  

 
作成された教材類 
 製本されている教材類（ペルシャ語のものもあ

る） 

 ミニッツ交換 
 ミニッツの署名が行われ交換している様子 

（写真右側：ナジャフィ営農普及計画局長、左：

日本側 荒井団長） 
 



 評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：イラン・イスラム共和国 案件名：ハラーズ農業技術者養成センター計画 

 

分野：農林水産業 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農業開発協力部農業技術協力課 

 

協力金額（評価時点）：8.8億円  

(R/D)： 1999年 7月 1日～ 
2004年 6月 30日 

先方関係機関：農業開発推進省 

(延長): 日本側協力機関：農林水産省 

(F/U) : 他の関連協力： 

 

 

協力期間 

(E/N)（無償）   

１－１ 協力の背景と概要 

 イランにおける農業は、GDPの 20％、就業人口の 25％を占め、石油に匹敵する主要産業と 
なっているが、農地面積は国土の 10％程度にとどまり、土地生産性向上の観点から灌漑開発や 
栽培技術の向上、耕作の安定化による生産意欲の向上等の対策や流通改善等の施策が必要とさ 
れている。このうち米は主要穀物のひとつであるが、近年収穫面積の頭打ちから生産が停滞し、

米生産拡大のための施策が望まれるところである。また、水田の高度利用による土地利用率の 
向上もあわせて検討すべき課題となっている。 
 これまでわが国は、カスピ海沿岸地域における稲作を中心とする開発調査およびプロジェク 
ト方式技術協力を実施してきたところであるが、今般前記の成果をイラン全土の耕作地帯の稲 
作地帯へ浸透・普及するための専門技術者等の養成を図ることを目的としたプロジェクト方式 
技術協力を要請してきた。 
 
１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

米の生産性の向上とともに米の生産が増加する。 

 

(2) 中間目標 

圃場整備の進展と共に稲作技術が向上する。 

 

(3) プロジェクト目標 

圃場整備および整備後の圃場における米生産に係る人材開発のための技術的な機関とし 

てハラーズ農業技術養成センターの技術者養成機能が強化・充実する。 

 

(4) 成果 

成果 1：研修実施体制が確立する. 
成果 2：教材が作成される。 
成果 3：研修講師が確保される。 
成果 4：研修計画に従って技術者、技能者、農家に研修が実施される。 
成果 5：ハラーズ川流域における適正な機械化栽培技術を展示するためのモデル圃場が 
実証普及拠点として整備されるモデル地区の問題点が把握され、実証圃場におい

て水管理、施設維持管理、栽培に関する技術改善案が展示される。 
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(5) 投入（評価時点） 

      日本側： 

        長期専門家派遣      7名 機材供与      1.148million USD 
        短期専門家派遣     40名 ローカルコスト負担 0.21million USD 
        研修員受入       17名 その他        39,000 USD     
      相手国側： 
        カウンターパート配置  38名  
        土地・施設提供 専門家のためのプロジェクト事務室、新研修センター（建設中）  
        ローカルコスト負担 5.036 million USD 
 

 ２. 評価調査団の概要 

 調査者 （担当分野：氏名  職位） 

総括：    荒井 博之 JICA農業開発協力部次長  
農業基盤整備：田尻 照久 農林水産省中国四国農政局農村計画部事業計画課    

             地域資源循環専門官 
営農：    安部 信幸 (社)日本農業機械化協会専門家 
評価計画：  渡辺 守  JICA農業開発協力部農業技術協力課 
評価分析：  岸並 賜  (株)国際開発アソシエイツ 

             パーマネントエキスパート  

調査期間  2004年 3月 6日～2004年 3月 15日 評価種類：終了時評価評価 

 ３. 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 プロジェクト目標の指標に対する実績は以下のとおりである。 

 

(1) 研修計画の運営管理システムが存在し、機能していること 

      2004年 3月現在、52のコースが開催され、596名が参加している。3月に研修センター 
が開設し、研修が継続的に実施されれば、センターの機能は格段に強化されると思われる。

 
(2) 実施した研修コース数および研修生の受入数が想定したレベルに達していること 

研修生の数は、2004年 3月現在、596名である。内訳は、2000年 118名、2001年 97名、
2002年 186名、2003年 195名で、機械化 339名、裏作 183名、圃場 74名である。 

 
(3) 研修生の延べ人数が 1400人に達する 
研修生の延べ人数は、2004年 3月現在、596名である。2004年 9月までに約 105人を対 
象に研修を実施する予定であるが、3月に研修センターが開設されれば、研修生の数は飛 
躍的に増加すると思われる。 

 
(4) 研修コースの数が 58に達する 
終了時評価調査の時点で 52のコースが完了しており、2004年 9月までにさらに 7つの 
コースを実施する予定である。 
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(5) 研修生の現場技術力の向上 

上記のとおり、マザンダラン州、ギラン州、カラジの AJOの技術者および技能者、農民 
等を 52のコースが実施されており、各自が研修で得た知識、技術をそれぞれの職場で役立
てている。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

妥当性は高い。 

イラン国政府は、第 2次 5カ年計画（1994/95年～1999/2000年）において、農業につい 
  て「農業の拡大を中心とした持続的な経済成長および開発」を目標に掲げ、特に重点施策 
  として「外国からの輸入の削減と食糧の国内自給率の向上」を目指しているが、米に関し 
  ては年間 30～40万トンの輸入をせざるを得ない状況となっている。食料自給率向上に向け
  て米の増産計画が掲げられているが、水田面積の拡大は大きく望めず、圃場整備、用排水 
  施設整備、機械化の推進などによる農業の近代化を推進し、単位収量の増加が目標となっ 
  ている。第 3次 5カ年計画においても農業分野の重点施策として「水資源の有効活用」、 
「農業の機械化の推進」、「灌漑面積の拡大と水利用効率の向上」を掲げている。さらに現 
在策定中の第 4次経済社会文化開発計画（2005年～2009年）においても「農業生産性の向
上」は重視されるものと見られており、上位目標はイラン国の政策と合致している。 

また、本プロジェクトは、圃場整備、用排水施設整備、機械化等にかかる人材の育成を 

目標としており、イラン国の政策と合致している。また、研修センター技術者養成機能の 

強化・充実は中間目標および上位目標を達成するために不可欠である。 

 

(2) 有効性 

     有効性は比較的高い。 

     PDMの成果のうち、「教材が作成される」、「研修講師が確保される」については、プロ 
ジェクト期間内に達成することが可能であり、「研修実施体制ができる」、「研修センター 
の技術者養成機能が強化・充実する」ことについては、一定の成功を収める見込みである。

今後、実際の研修を運営するなかで、これまで準備した研修材料の改定と、更なる研修講 
師の能力向上、研修運営能力の向上を図っていかなければならない余地は残るが、カウン 
ターパートには相当程度の能力が蓄積されており、プロジェクト目標は、おおむね達成で 

きる見込みである。 

 

(3) 効率性 

効率性は比較的高い。 

全体として日本側、イラン側双方による投入はおおむね順調に実施され、活動の実施、成 

果の達成のためによく活用されている。また、上記「有効性」述べたとおり、PDMの成果
のうち、4つはプロジェクト期間中にほぼ達成できるといえる。しかし、イラン側が建設 
している研修センターは当初（R/D締結時）のスケジュールからは遅れているため、本格 
的な研修の実施が困難になっている。このため、終了時評価調査時点では、成果のひとつ 

である「研修計画に従って技術者及び農家に研修が実施される」に影響が出ており、現在 
までのところ、2週間以内の短期研修を試験的に実施している。 
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(4) インパクト 

   インパクトはポジティブであると考えられる。 

   米の生産性および増産には様々な要因があるため、上位目標がプロジェクトによって達 

成されたかは、今後のモニタリングが必要である。しかし、研修活動が順調に進めば、達 

成の方向に向かっていることは間違いない。また、中間目標の一部は徐々に達成されてお 

り、プロジェクトが貢献していると思われる。 

 

(5) 自立発展性 

     全体的な自立発展性は高いと考えられる。 

1) 政策・組織面 

     政策・組織的自立発展性は高いと考えられる。 
     現行の第 3次 5カ年計画における農業分野の重点施策の項目の中に、「農業の機械化の 
推進」、「灌漑面積の拡大と水利用効率の向上」、「生産の拡大による自給率の向上」が掲げ 
られている。現在策定中の第 4次経済社会文化開発計画（2005年～2009年）においても同
様の項目が重視されるものと見られている。 

また、農業省とジハード省が合併し未だに内部の組織は確定していないため、本センタ 

ーの位置づけが決定されるにはまだ時間を要する。しかし、2004年 2月にセンターの位置 
づけを協議するためのユニットが設立され、いくつかの選択肢に基づいて協議を始めた。 

 
2) 技術面 

     技術的自立発展性は適切であると考えられる。 

     C/Pの多くは本プロジェクトおよび前プロジェクト(CAPIC：The Caspian Sea Coastal Area 
Development Project-Pilot Implementation Center)により受入研修員として日本で研修を受け 
た経験を持ち、基礎的な技術的知識を習得している。また、科学論文の発表や会議やフォ 

ーラムの場においてスピーチを行うなど技術的自立発展性の可能性は高いと思われる。し 

かしながら、大学卒業（さらに兵役）後、間もなく当センターに配属されたスタッフも多 

いことから、全般に現場経験が不足している。今後、事業実施機関等との交流などを通じ 

て現場経験を積んでいけばイランの自然的、社会的条件に即した圃場整備技術の発展が期 

待できる。一方、プロジェクト開始後、研修講師の資格が変更され（研修講師要件として 

修士以上）、不安を持っているカウンターパートもいる。しかし、多くのカウンターパート

は、圃場整備の知識および技術を吸収するために、センターで働き続けたいとの意志を持 

っている。 

  

3) 財政面 

     財政的自立発展性は高いと考えられる。 

     厳しいイランの財政事情にもかかわらず、イラン側が当センターの重要性を高く認識し 

ていることから十分な予算が配分されており、プロジェクト終了後もこれが維持できるも 

のと期待される。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

     農業開発推進省、マザンダラン州が圃場整備を優先課題とし、農家の関心も高い。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

     新研修センター建設の遅れにもかかわらず、短期の試行的研修を実施し、本格研修に備 

えている。また、前プロジェクトの C/P の一部が本プロジェクトに投入されており、研修 

コース運営において貢献している。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 (1) 計画内容に関すること 

     計画内容が研修教材の準備に重点を置いていたため、実習がやや手薄になっている現状 

がある。 

(2) 実施プロセスに関すること 

     イラン側が建設している研修センターは当初（R/D締結時）のスケジュールからは 2年 
遅れているため、本格的な研修の実施が困難になっている。また、中間評価で指摘があっ 

たとおり、技術移転を行ううえで、カウンターパート間、専門家間の連携、情報の共有が 

あまり進んでおらず、今後は一層の情報の共有化を図る必要がある。 

 

３－５ 結論 

 プロジェクトは、5項目の評価結果から見ても、ほぼ目標を達成したといえる。プロジェク 
トの効果を発展させるためにはさらなる改善が必要であるものの、カウンターパートは概ね研 
修コースを実施するために十分な知識および技術を習得している。また本格研修のための新研 
修センターの建設が完了すれば、センターの研修能力は飛躍的に拡大すると思われる。よって、

本プロジェクトは、R/Dに従って 2004年 6月に終了する予定である。 
 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
合同評価チームとして以下の提言を行った。 

① 現在建設中である新しいセンターで本格的な研修を実施すべきである。 

② センターを有効に、また持続的に活用していくために、十分な予算確保や人員配置、公的

な研修修了証明書の発行といったことが重要であり、そのためには農業開発推進省内にお

けるセンターの公的位置づけを早急に決定するべきである。 

③ 中間目標の達成のために、研修受講後の日常業務において研修成果が活かされているかモ

ニタリングをすることによって、研修効果を把握し、また新しい農業技術ニーズを捉え、

研修内容の更なる向上を図っていくべきである。 

④ 今後本格研修が実施されていく中で、イラン側の要望があれば、日本側はそれに対する何

らかの支援の可能性について検討するべきである。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営 
管理に参考となる事柄） 

 PDM作成時において、定量的な指標の設定が明確性を欠いたものとなっていた。PDMを使 
用し、一貫したプロジェクトの管理を実施していくためには、計画作成時において、PDMの 
「プロジェクトの要約」とともに「指標」の設定には十分配慮すべきである。 

 

 



第１章 終了時評価調査の概要 

 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

(1) 背景 
1) イランにおける農業の位置づけ 

      イランにおける農林水産業は、GDP の約 24%（1994）、就業人口の約 26%を占めており、
石油に匹敵する主要産業となっている。また、イラン国政府は、第２次５ヶ年計画（1994/95
～1999/2000）において、農業について「農業の拡大を中心とした持続的な経済成長及び開発」
を目標に掲げており、特に重点事項として「外国からの輸入の削減と食糧の国内自給率の向

上」を目指している。 
      適度な水資源に恵まれたカスピ海沿岸地域は、46万 haの稲作地帯が形成されおり、水稲生
産量は年間 180 万ﾄﾝに達している。これは、イランにおける米の総生産の約８割を占めてい
るが、イラン国全体では、年間 30万～100万ﾄﾝを輸入せざるを得ない状況となっている。食
糧自給率向上に向けて、米の増産計画が掲げられているが、水田面積の拡大による増産は大

きく望めないことから、単位収量の増加が主たる目標となっており、具体的には、未整備水

田の圃場整備、用排水施設整備、機械化の推進などによる農業の近代化が望まれている。 
2)  カスピ海沿岸農業分野における JICAの取り組み 

      カスピ海沿岸地域の農業開発は、我が国の協力による 1984年～1986年の開発調査（M/P：
Master Plan）、1990年～1993年の開発調査（F/S：Feasible Study）に引き続き、1990年～1996
年にはプロジェクト方式技術協力「カスピ海沿岸地域農業開発計画（CAPIC）」(CAPIC：The 
Caspian Sea Coastal Area Development Project-Pilot Implementation Center)を実施し、圃場整備お
よび農作業の機械化を含む近代的な稲作農業技術を現場において実証・展示するなど、一定

の成果をあげてきた。 
しかしながら、これら稲作農業近代化のための技術をカスピ海沿岸の稲作地帯に浸透、普

及し、所期の目的である食糧増産や自給率の向上を図っていくためには、人材の絶対数が不

足しており、専門技術者の養成や農民に対する教育が急務とされていた。 
このような状況の下、イラン政府は、前プロジェクトで整備された CAPICの施設を「ハラ
ーズ農業技術者養成センター」に改編し、技術者養成機能の充実・強化を図る新たな技術協

力をわが国に求めてきた。 
 

(2) プロジェクト形成からこれまでの経緯 
1996年 11月 プロジェクト形成調査団派遣 

「技術協力の必要性を確認」 
1997年 9月 基礎調査団派遣 

「協力の必要性・妥当性・可能性に関してイラン政府と協議」 

1998年 10月 事前調査団派遣 
「活動スケジュールおよび相手国実施体制の確認」 
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1999年 2月 短期調査員の派遣 
「計画フレームワーク案の策定」 

1999年 4月 実施協議調査団の派遣 
「計画実施のための最終協議および議事録署名」 

2000年 4月 運営指導（計画打ち合わせ）調査 
「プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix : PDM）
及び活動計画（Plan of Operation : PO）の策定」 

2002年 2月 運営指導（中間評価）調査 
「中間評価段階でのプロジェクトの進捗状況、課題の確認」 

2003年 1月 運営指導調査 
「中間評価で指摘された課題の履行状況確認」 

 
(3) 調査団派遣の目的 
プロジェクト終了を2004年6月に控え、昨年２月に行われた運営指導を踏まえイラン側とこれま
でのプロジェクトの進捗状況や成果を確認し終了時の評価をするとともに、残された期間内におけ

るプロジェクト目標到達のための、またプロジェクト終了後の成果のより有効な活用のための提言

を行うことを目的としている。 
 
１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所  属  先 

団長／総括 荒井 博之 国際協力機構農業開発協力部次長 

農業基盤整備 田尻 照久 農林水産省中国四国農政局農村計画部事業計画課地域資源
循環専門官 

営農 安部 信幸 社団法人日本農業機械化協会登録専門家 

評価分析 岸並 賜 株式会社国際開発アソシエイツ 

評価計画 渡辺 守 国際協力機構農業開発協力部農業技術協力課職員 
 

１－３ プロジェクトの概要 

(1) 実施機関 
   農業開発推進省 
ハラーズ農業技術者養成センター 

(2) プロジェクトサイト 
マザンダラン州アモール市近郊 

(3) 協力期間 
1999年 7月 1日～2004年 6月 30日（5年間） 

(4) 上位目標 
  「米の生産性の向上とともに米の生産が増加する。」 

 

 2



(5) 中間目標 
  「圃場整備の進展と共に稲作技術が向上する。」 

(6) プロジェクト目標 
「圃場整備及び整備後の圃場における米生産に係る人材開発のための技術的な機関としてハ

ラーズ農業技術者養成センターの技術者養成機能が強化・充実する。」 
(7) 成果 

  ① 研修実施体制ができる。 
  ② 教材が作成される。 
  ③ 研修講師が確保される。 
  ④ 研修計画に従って技術者及び農家に研修が実施される。 
⑤ ハラーズ川流域における適正な機械化栽培技術を展示するためのモデル圃場が実証普及拠
点として整備される。 

(8) 活動内容 
Ⅰ 圃場整備 Ⅱ 栽培・機械化 

 １）基礎技術 
 ２）調査・計画・設計 
 ３）積算・施工・施工管理 
 ４）事業実施体制・制度 

１）栽培 
２）機械化 
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第２章 終了時評価の方法 

 

２－１ PDMｅ 

PDMｅは、PDM2をそのまま用いている。PDM2は中間評価での協議を基に修正されたものであ
り、プロジェクトは中間評価後 PDM2 に基づいて活動を実施してきている。PDMｅの作成にあた
って事前にプロジェクトと協議した結果、PDM2はこれまでの活動のベースであり目標であるとの
意向が示されため、PDM2に沿って評価を実施することとなった。 
 
２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

 まず、PDMｅに基づき、プロジェクト目標の達成度、評価 5項目をそれぞれ検証するために評価
グリッド1を作成した。評価グリッドから、確認事項を検討し、それぞれの確認事項について、ど

のように確認するのか、その情報の入手方法を検討した。主な情報の入手方法は以下のとおり。 
(1) 質問票 
    対象者：カウンターパート、専門家、プロジェクト関係者 
    活動 6 分野（Ⅰ圃場整備①基礎技術、②調査・計画・設計、③積算・施工・施工管理、④事
業実施・制度、Ⅱ栽培・機械化①栽培、②機械化）ごとのカウンターパート、専門家及びプロ

ジェクト関係者（合同調整員会のメンバー）に対し評価 5 項目に基づいた質問票を作成し、回
収後分析した。 

(2) インタビュー 
    対象者：カウンターパート、専門家 
    カウンターパート、専門家へのインタビューは各分野に別れた執務室にて行った。 

(3) 現地調査 
  建設中の新センター、パイロットファーム（イスラマバードパイロットファーム） 
    新センターは研修受講者 15 名から 25 名を想定した教室、実験室が設けられていた。また新
センターに隣接して、宿泊施設や食堂が建設中であった。これは男性 100名、女性 10名が宿泊
できる規模のもので、数ヶ月間の長期にわたる研修に対応することを可能とするものである。 

(3) 資料のレビュー 
    終了時評価の事前資料等を基に、これまでのプロジェクト活動の進捗や実績を確認した。 
 
２－３ 合同評価手法 

日本側、イラン側双方からなる合同評価調査団を組織し、評価 5項目によって、当該計画の評価
を行った。合同評価調査団は、日本側 5名、イラン側 4名から構成されている。 
合同評価調査団は、各種報告書の分析、一連の現地調査やプロジェクト関係者への聞き取り、関

係機関との協議を実施した。 
そして随時、合同評価会を設け、評価結果について議論した上で合同評価レポートを取りまとめ

た。 

                                            
1  評価調査を行うための計画表 
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イラン側評価調査団 

氏 名 担当分野 所属・役職 

Mr. Ahmad NABAVI  団長 元マザンダラン州農業局次長 

Mr. Habibollah HASHEMI 団員 元マザンダラン州農業局次長 

Dr. Hossein SHIRZAD 団員 農業開発推進省評価管理事務所長 

Mr. Ahmad DEHGHAN  団員 農業開発推進省計画経済局副局長（農業計画経

済調査協会） 
 

 5



第３章 調査結果 

 

３－１ プロジェクト活動実施状況 

(1) 圃場整備分野 
1) 技術移転状況 
①基礎技術分野 
土質力学、土壌試験、水文学、水理学、応用力学、灌漑計画、排水計画、セメント・コン

クリート、鉄筋コンクリート工学といった基礎分野を網羅しており、教材（英語）のほとん

どが完了している。しかし、C/Pに十分な時間がなく、それらの教材のペルシャ語への翻訳
が若干残っている。 
土壌試験、コンクリート破壊試験などの手法は新規に採用され、かつ講師となる C/Pに対
しては十分に教育されてきた。実験手法などについては懇切丁寧に図入りで教材化されてお

り、C/Pにとっては大いに参考となっている。 
その一方で、基礎技術がどのように現場の計画、設計に活かされているのか、その関連性

をまだ十分に C/Pは把握していない。 
 
②調査・計画・設計分野 
圃場整備の核となる分野であり、C/Pもその重要さを十分に認識している。 
圃場整備にかかる基礎技術および応用技術については、ほぼ十分に利用可能な範囲で教材を

作成しており、その内容としては、要点がコンパクトに抽出され、まとめられている。この

分野の日本の基準が C/Pに伝授されており、C/P自らの力でイランの状況に適したイラン版
基準を作成しつつある。 
試行研修（2 週間程度）を何回か実施していく中で、追加の補足教材の必要性をイラン側
が認識し、専門家に対して補足教材作成が求められているものの、これまでのノウハウの蓄

積から C/Pが主体で資料収集し、教材を加工・作成することも可能と判断される。 
 
③積算・施工・施工管理分野 
内容としては、仕様書、契約（書）、積算、施工管理、圃場整備の事業実施、監督・検査

などとなっており、圃場整備事業における当該分野の必要な部分をカバーしている。 
一部の教材においては、英訳が不十分なものも見受けられ修正が望まれる。分野全体とし

ては、日本側、イラン側が共同して仕上げを急いでおり、時間不足からペルシャ語への翻訳

が多少残る可能性があるが、プロジェクトの終わりまでにはほぼ完了できる見込みである。 
「積算」の項目において、単価の考え方がイランと日本でまったく異なっており、イラン

における公共事業の積算、入札手続き、契約などを一括して管理する計画予算機構が本プロ

ジェクトで作り上げる「圃場整備にかかる単価」の積算方法に注目している。 
 
④事業制度分野 
日本の換地手法の紹介は、今後のイランの圃場整備における換地において大いに参考にな

るものである。作成された教材の内容および研修プランは高く評価されている。 
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    2) 実地研修 
研修センターが未だ完成していないことから、本格的な研修（２ヶ月間）は実施されてい

ない。しかし、中間評価調査実施以降、２週間程度の試行的な研修を６回実施している。最

近の研修では日本人専門家からのアドバイスがなくても実施されるなど、C/Pには数多くの経
験が蓄積されてきている。 
インタビューでの聞き取り調査の際、C/Pからケーススタディを行ってほしいとの声があっ
た。講師を務める C/P たちは、机上の理論は十分に理解してるが圃場整備事業の実際の現場
経験に乏しいことによる。圃場整備事業の実際の現場経験とは、測量、土壌調査、水量調査

などの基礎調査から計画、設計、積算後の工事発注、現場監督、最終的な竣工検査という一

連の作業を行ってみることであり、机上の理論が現場でどのように活かされるのかを身をも

って体験することである。 
すでにプロジェクトでは圃場整備事業を実施する現場はないが、近隣の圃場整備事業地区

では一連の作業の実施可能な現場がある。C/Pたちはこれまでの蓄積から、日本人専門家がい
なくとも試行錯誤しながらも自らの力で圃場整備事業にかかる一連の作業を実施することが

可能である。 
 

(2) 栽培・機械化分野 
1) 技術移転状況 
栽培／機械化分野の技術移転には、最初の短期専門家の派遣が 9 カ月遅れたこと、国際テ
ロ事件関連の影響でアフガニスタンへの派遣が長期間にわたり中断されたこと、ごく一部の専

門家には英語力の不足が見られ十分なコミュニケーションが図られなかったこと、また総勢 6
名の C/P の異動があったこと、研修センターの完成が遅れたことなどにより 2～6 日間の短期
小規模研修しか実施できず、継続かつ集中的な指導ができなかったことから進捗が阻害された。

しかし、日本側・イラン側双方の努力で年次を重ねる毎に改善され、当初計画以上の研修修了

者、質と量の高い教材・補助教材が得られた。このことは研修実施機関の強化並びに人材養成

の足がかりができたことを示している。 
 

2) カリキュラム策定 
短期専門家の支援を得てカウンターパートが作成した栽培／機械化分野のターゲット別カ

リキュラムは既に中間評価時点で完成している。当初は、宿泊を伴う長期研修を計画しカリ

キュラムを策定したが、新研修施設の宿泊棟完成が遅れることが判明した時点で、研修生の

往復を考慮し、一日の研修時間を 4ユニット（1ユニット 90分）から 3ユニットに短縮する
など短期用カリキュラムに一時改訂し研修を実施してきている。このカリキュラムは、効率

を考慮し栽培／機械化の両部門合同で実施することを前提としている。研修ターゲットは

PDMで示されているとおり、技術者、技能者及び中核農家である。改訂した短期用のカリキ
ュラムにしたがってカウンターパート自らが研修を実施する段階まで達している。現在は、

過去の研修結果や研修修了者の意見及び新たな研修ニーズを参考に、カウンターパートが中

心となり現カリキュラムの見直しを行っている。 
策定にあたっては、その時点で入手している研修ニーズの整理、そこから選択する研修科

目と内容の設定、過去の研修実績から得たヒント、ターゲット情報収集など多岐にわたるソ

ースを短期専門家がカウンターパートと共に検討し、カリキュラム作成の支援をしている。 
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3) 教材作成 
既に作成されている教材（テキスト、マニュアル）と補助教材（ティーチングノート（講

師のための指導教本、パワーポイントなど）は、栽培部門で 28 点、機械化部門で 38 点であ
り、これらは既に研修で使用されている。完成度は栽培部門、機械化部門とも 75％～100％で、
両部門ともに未完成のものがあるものの、プロジェクト終了時点までには、完成の見通しで

ある。 
完成した教材中 11点は前プロジェクトで蓄積された資料を原本として作成された。補助教
材の作成は、主としてカウンターパートが行い、ページの多いテキストなどはサマリーを作

りティーチングノートとして講義や実習で活用されている。パワーポイントで作成している

ティーチングノートには多くのスケッチや写真が使用されているが、これらは短期専門家の

指導によりカウンターパートが書き写したものである。当初は、慣れないため戸惑いがあっ

たが、次第に自分で撮った写真が教材になった喜びを知り、次第に積極的に仕事を進めるよ

うになっている。機械化部門では機械の構造を判りやすくする手段として、機械主要コンポ

ーネントのカットモデルを自ら作り上げ見本提示することで研修生に大好評である。カウン

ターパートは研修講師として、研修生は何をどのようにすれば理解しやすいのか、どのよう

にすれば判ってもらえるのかそのための手法を積極的に考え行動を起こし始めてきている。 
作成されたこれら教材は、現段階での研修内容に必要最小限なものであり、更に作成を継

続しつつ、既存版の見直し、加筆修正、改訂、品質チェック等が必要である。これらの作業

はイラン側で充分実施可能な段階まできている。 
その一方で、支援する短期専門家にペルシャ語を解するものがいないことから、中間評価

時は、ペルシャ語教材の品質確保のため、「教材品質チュック委員会」設置などにより作成し

た教材をチェック承認等の提言があったが、未だに実施されていない。 
 

4) 研修の実施 
現在まで実施した研修は、技術者（エンジニア）、技能者（テクニシャン）、中核農民を対

象としており研修修了者は 519名である（一般参加 10名含む）。目標 1,400名に達しなかった
要因は、宿泊設備を伴う新研修施設の完成の遅れによる長期研修ができず、近隣者だけを対

象とした研修にせざるを得なかったことがあげられる。 
プロジェクトスタート一年目から研修を開始したものの、プロジェクトには宿泊施設が未

完成なため、日帰り可能な地域から短期間の研修生を募るというものであった。水田裏作、

冬野菜栽培を含めた１週間コースが中心で実施された。 
研修生の召集は、コース名、期間、内容、定員などの情報を県の研修局に案内し、研修局

が各事業所から希望者を取りまとめることによって行われている。 
研修企画・計画は、栽培部門のチーフが行い、運営は両部門の各訓練担当が実施している。

カウンターパートは、栽培／機械化部門の研修項目毎に担当を決め、講師となって研修を担

当した。 
講義と実習の配分は、技術者と技能者の場合、講義 38％、実習 62％であるが、中核農家対
象の場合は講義 1％弱、実習 99％と実習に重点をおいている。 
研修講師の訓練は、日常的に短期専門家が行っているが、研修指導能力を向上させ講師と

しての自立を加速させるため、講師を集めてその中で模擬研修を行う訓練の手法が取られた。

これを実施することで各講座担当カウンターパートが研修内容についてお互いの知識・経験を
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共有することができ、発表方法や講義・実習の時間配分などを習得し指導方法の能力向上に寄

与している。 
 

5) パイロットモデル圃場での実演と普及活動 
パイロットモデル圃場は、前プロジェクトで圃場整備されたパイロット圃場の中の

Eslam-Abad（高地）と Kate-Posht（中低地）に設置され、水稲及び野菜、牧草類が展示栽培さ
れている。圃場における主要作業は勿論プロジェクト側が実施しているが、日常管理はその所

有者である農民が行っている。この他、CAPIC付属農場の一部でも裏作の展示が行われ、研修
の実習の場としても活用されている。 
パイロットモデル圃場での活動は、圃場整備事業推進にかかる啓発活動が主目的であったた

め、耕起や移植の実作業をする程度であり、その運営状況は質、量共に十分とはいえない。主

な要因として、作業員の確保困難があげられる。具体的には、栽培／機械化部門のカウンター

パートとスタッフが CAPIC付属農場 (生産農場 50ha)の運営に深く携わっているため、パイロ
ットモデル圃場の活動に必要な機材や人員を適期に充当出来ないことが原因である。この問題

解決のため、将来のためにも CAPIC 圃場の運営とプロジェクト事業の運営を切り離し、それ
ぞれ別の運営管理組織を作る必要がある。 
このような活動状況の下にあっても、展示圃場を訪れた農家や普及関係の職員は、2,197 名
にのぼった。中間評価時点でも既に、周辺農家の機械化稲作への関心は高まり、実際に機械を

購入するにいたった実例、同様の栽培法を適用しての収量増などが報告されている。それ以降

にも県の農業センターは農民をパイロットモデル圃場視察に送りこんでおり、機械化栽培や裏

作栽培の普及・啓発効果がより促進されている。 
 

３－２ プロジェクトの実績 

３－２－１ 上位目標の達成見込み 

米の生産性および増産には様々な要因があるため、上位目標がプロジェクトによって達成され

たかを確認するためには、今後のモニタリングが必要である。しかし、研修活動が順調に進めば、

上位目標の達成に貢献することは間違いない。 
 
(1) コメ生産のコストの低下 
米生産のコストは 1999年が 830万リアル、 2003年には 1,722万 5千リアルに上昇している
が、これは年率約 16％のインフレーションが原因であると思われ、実質コストは低下している
と考えられる。 

 
(2) 米の単位収量の増加 
米の単位収量は 2001年の 4,724kgs/haから 2003年の 5,148kgs/haと増加している。 

 
(3) 稲の作付面積の増加 
米の作付け面積は 2003年に 65,8170haとなっており減少傾向になっている。 
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３－２－２ 中間目標の達成見込み 

中間目標の一部は以下のとおり、徐々に達成されており、プロジェクトが貢献していると思わ

れる。 

 
(1) マザンダラン州およびギラン州における水稲の単位収量の増加 
マザンダラン州の米の単位収量は 2000年の 5,700kg/haから、2002年の 6,100ks/haに、ギラン
州の米の単位収量は 1999年の 3,361kgs/haから 2003年の 4,666kgs/haとそれぞれ増加している。 

 
(2) マザンダラン州およびギラン州における圃場整備面積の増加 
マザンダラン州、ギラン州で年間 2万 haの圃場整備工事が実施されている。 

 

３－２－３ プロジェクト目標の達成度 

(1) 研修計画の運営管理システムが存在し、機能していること 
2004年 3月現在、52 のコースが開催され、596 名が参加している。3 月に研修センターが開
設し、研修が継続的に実施されれば、センターの機能は格段に強化されると思われる。 

 
(2) 実施した研修コース数および研修生の受入数が想定したレベルに達していること 
研修生の数は、2004年 3月現在、596名である。内訳は、2000年 118名、2001年 97名、2002
年 186名、2003年 195名で、機械化 339名、裏作 183名、圃場 74名である。 

 
(3) 研修生の延べ人数が 1,400人に達する 
研修生の延べ人数は、2004年 3月現在、596名である。2004年 9月までに約 105人を対象に
研修を実施する予定であるが、3月に研修センターが開設されれば、研修生の数は飛躍的に増加
すると思われる。 

 
(4) 研修コースの数が 59に達する 
終了時評価調査の時点で 52のコースが完了しており、2004年 9月までにさらに 7つのコース
を実施する予定である。 

 
(5) 研修生の現場技術力の向上 
上記のとおり、マザンダラン州、ギラン州、カラジ州の農業開発推進省州事務所の技術者お

よび技能者、農民等を対象に 52のコースが実施されており、各自が研修で得た知識、技術をそ
れぞれの職場で役立てている。  
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３－２－４ 成果の達成度 

成果１：「研修実施体制が確立する」 
(1) 年間研修計画の作成と研修の評価に基づく研修内容の改善 
年間研修計画の作成をし、これに基づいて研修生の募集を行うとともに、実施した研修に

ついては評価を行い改善の材料としている。 
 

(2) 研修コース別の研修カリキュラムの作成と研修の評価に基づくカリキュラム内容の改善 
ユニットプランを参考に研修生のレベルに合わせたカリキュラムを編成し、実施した試行

的研修の評価を踏まえカリキュラムの改善を行っている。 
 

(3) 研修科目ごとのシラバス（講義概要）の作成と研修の評価に基づくシラバスの内容の改善 
ユニットプランに基づきシラバスを作成し講義を実施するとともに、実施した試行的研修

の評価を踏まえ、シラバスの改善を行っている。 
 
成果２：「教材が作成される」 
(1) 研修テキストが 64作成される 
(2) 研修マニュアルが 31作成される 
テキスト、マニュアルは合計 108作成されている。 

 
成果３：「研修講師が確保される」 
(1) 少なくとも 12人のカウンターパートが研修生を独自に指導できる 
過去 6 回にわたって実施した試行的研修を通じて C/P の研修指導能力は確実に向上してい
る。 

 
成果４：「研修計画に従って技術者、技能者、農家に研修が実施される」 
(1) 研修時間がのべ 5,800時間となる 
研修コースの数については、予定していた計画に達しているが、研修センターの建物が未

完成なため、長期間にわたる研修は実施できていない。実際の研修時間数は 5,761時間である。 
 
成果５：「ハラーズ川流域における適正な機械化栽培技術を展示するためのモデル圃場が実証

普及拠点として整備されるモデル地区の問題点が把握され、実証圃場において水管理、

施設維持管理、栽培に関する技術改善案が展示される」 
(1) 米の平均単位収量が他の地域と比較して 5%高い 
プロジェクトの前後を比較すると、約 6.2％の増加となっている。 

 
(2) 稲作労働時間が他の地域と比較して 468時間短縮される 
稲作労働時間は 1haあたり、プロジェクト前の 978時間から 2001年には 520.5時間となり、
約 458時間の短縮が実現した。 
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(3) パイロットモデル圃場を見学・経験した農家および普及員が 1,000人となる。 
2,197人の普及員および農民がモデル圃場を訪れている。 

 

３－２－５ 投入 

(1) 日本側投入実績 
長期専門家は R/Dで定められた５分野、延べ 7名、また短期専門家については延べ 40名が
派遣された。一部、派遣の遅れ、テキスト類の翻訳上の問題、アフガン戦争によるテヘラン

での待機期間のために十分指導できないこともあったが、概ね各専門家は適切な指導を行い、

各分野で十分な成果を挙げている。 
      カウンターパートの日本への受入研修については、1999年は 3名、2000年は各 4名、2001
年 2名、2002年 6名、2003年 2名と、延べ 17 名を受け入れており、技術が向上し、プロジ
ェクトの円滑で効率的な運営の面からも、重要な役割を果たした。 

   機材供与は、農業技術者養成のための研修に使用する試験機器、トラクター、コンバイン
及び OA機器等、総額で 1,148,073ドル相当の機材が供与されている。 

     建設センターが未完成なため、実験室に設置されている多くの機材の使用頻度が低くなっ
ているものの、建設センター完成後実施される本格的な研修での活用によって、使用頻度は

高くなるものと見込まれる。 
   ローカルコスト負担は、プロジェクトの広報活動のための経費始め、総額 25万ドルである。
いずれもプロジェクト活動の有効な実施のために活用されている。 

 
(2) イラン側投入実績 
カウンターパートの配置状況は総計 36名でありカウンターパートのほとんどは大学卒の学
歴を有し、知識、経験が豊富で有能な人材である。その反面、圃場整備にかかる現場の技術

や知識は不足している者もいる。 
日本人専門家の執務室や用意したユーティリティは十分な提供であった。しかし、2000年

12月に完成するはずの研修センターの建設が遅れ、2004年春の完成予定となった。 
 ローカルコスト負担については総額 440 万ドルの支出を行っている。この金額はプロジェ
クトの円滑な活動にとって、必要かつ十分な金額であった。 

 

３－３ プロジェクトの実施プロセス 

新研修センターの建設が計画より約 2年遅れ、終了時評価調査時点において、本格的な研修が実
施されていない。また、2002年 2月に実施された中間評価調査において PDMの以下の点が修正さ
れた。 
－ プロジェクト目標と上位目標の間に期間的な開きが大きいため、中間目標「圃場整備の進展と
稲作技術の向上」を設定した。 
－ 上位目標「圃場整備の進展と米の増産」を「米の生産性の向上と米の増産」とした。理由：圃
場整備のみでは米の増産を達成できず、稲作技術の向上が不可欠であること、また、稲作技術

の向上は米の生産性の向上をもたらすからである。 
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第４章 評価結果 

 

４－１ 評価５項目の評価結果 

４－１－１ 妥当性 

妥当性は高いといえる。 
(1) イラン国の開発政策との整合性 
イラン国政府は、第 2次 5ヵ年計画（1994/95年～1999/2000年）において、農業について「農
業の拡大を中心とした持続的な経済成長および開発」を目標に掲げ、特に重点施策として「外

国からの輸入の削減と食糧の国内自給率の向上」を目指しているが、米に関しては年間 30～40
万トンの輸入をせざるを得ない状況となっている。食料自給率向上に向けて米の増産計画が掲

げられているが、水田面積の拡大は大きく望めず、圃場整備、用排水施設整備、機械化の推進

などによる農業の近代化を推進し、単位収量の増加が目標となっている。第 3 次 5 ヵ年計画に
おいても農業分野の重点施策として「水資源の有効活用」、「農業の機械化の推進」、「灌漑面積

の拡大と水利用効率の向上」を掲げている。さらに現在策定中の第 4 次経済社会文化開発計画
（2005年～2009年）においても「農業生産性の向上」は重視されるものと見られており、上位
目標はイラン国の政策と合致している。また、本プロジェクトは、圃場整備、用排水施設整備、

機械化等にかかる人材の育成を目標としており、イラン国の政策と合致している。 
 

(2) カウンターパート機関の妥当性 
カスピ海沿岸地域の農業開発は、わが国の協力による 1984年～1986年の開発調査(M/P)、1990
年～1993 年の開発調査(F/S)に引き続き、1990 年～1996 年にはプロジェクト方式技術協力「カ
スピ海沿岸地域農業開発計画(CAPIC)」を実施し、圃場整備および農作業の機械化を含む近代的
な稲作農業技術を現場において実証・展示するなど、一定の成果を上げてきた。一方、稲作近

代化技術をイラン全土の稲作地帯に普及し、食糧増産や自給率の向上を図っていくには人材が

不足しており、専門の技術者の養成や農民に対する教育が急務となっている。こうした状況下、

これまでの実績を有効に活用するため、前プロジェクトで整備された CAPICの施設を HAHRDC
に改編し、技術者養成機能の充実・強化を図ることとした。カウンターパート機関として

HAHRDCを選定したことは、上記の経緯からも妥当であったと言える。 
 
 
４－１－２ 有効性 

有効性は比較的高いといえる。 
プロジェクト目標レベルの指標については３－２－３を参照。PDMの成果のうち、「教材が作
成される」、「研修講師が確保される」については、プロジェクト期間内に達成することが可能で

あり、「研修センターの技術者養成機能が強化・充実する」ことについては、一定の成功を収め

る見込みである。また、「研修実施体制が確立する」、「研修計画に従って技術者、技能者、農家

に研修が実施される」については、新研修センターの開設とともに、さらに充実していくと考え

られる。成果 5「ハラーズ川流域における適正な機械化栽培技術を展示するためのモデル圃場が
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実証普及拠点として整備されるモデル地区の問題点が把握され、実証圃場において水管理、施設

維持管理、栽培に関する技術改善案が展示される」については、他の成果と比較すると、いまだ

不十分であり強化が必要である。今後、実際の研修を運営するなかで、これまで準備した研修材

料の改定と、更なる研修講師の能力向上、研修運営能力の向上を図っていかなければならない余

地は残るが、カウンターパートには相当程度の能力が蓄積されており、プロジェクト目標は、お

おむね達成できる見込みである。なお、その達成をより確かにするために、報告書に含まれた提

言等を参考として関係者の努力が求められる。 
 

４－１－３ 効率性 

効率性は比較的高いといえる。 
成果レベルの指標については３－２－４を参照。全体として日本側、イラン側双方による投入

はおおむね順調に実施され、活動の実施、成果の達成のためによく活用されている。また、上記

「有効性」で述べたとおり、PDMの成果のうち、4つはプロジェクト期間中にほぼ達成できると
いえる。  
日本側の投入に関しては、アフガン紛争や派遣手続きによる専門家着任の遅れがあり、プロジ

ェクトのいくつかの活動に影響を与えた。また、日本において研修を受けたカウンターパートは、

研修で習得した知識や技術を日常業務に活かしている。供与機材およびローカルコストはほぼ計

画通り投入され、成果およびプロジェクト目標の達成に貢献している。 
イラン側の投入に関しては、イラン側が建設している研修センターは当初（R/D締結時）のス
ケジュールからは 3年遅れているため、本格的な研修の実施が困難になっている。このため、終
了時評価調査時点では、成果のひとつである「研修計画に従って技術者及び農家に研修が実施さ

れる」に影響が出ており、現在までのところ、2 週間以内の短期研修を試験的に実施している。
しかし、政府全体の予算が圧縮されるなかで、センター建設に係る予算は確保されており、また、

来年度の予算もほぼ要求額どおり認められる予定である。現在、講堂以外についてはほぼ完成し

ており、2004年の春には施設すべての建設完了が見込まれる。 
 

４－１－４ インパクト 

いくつかのポジティヴなインパクトが観察される。 
上位目標レベルの指標は３－２－１を参照。米の生産性および増産には様々な要因があるため、

上位目標がプロジェクトによって達成されたかを確認するためには、今後のモニタリングが必要

である。しかし、研修活動が順調に進めば、上位目標の達成に貢献することは間違いない。また、

中間目標レベルの指標は３－２－２を参照。中間目標の一部は徐々に達成されており、プロジェ

クトが貢献していると思われる。以下はインパクトの具体例である。 
 
－ 研修参加者が裏作の導入など研修で得た技能を活用したり、マザンダラン州農業局や農家の

要望にこたえセンターが技術的な支援を実施したりしている。また、圃場整備を希望する農

家が増加している。 
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－ センターの卒業生（前プロジェクト）がセンターで学んだ圃場整備に関する基準を応用し、

現在もセンターと連絡を取り合いながら、「土と水公社」が進めている 30,000haの圃場整備
事業に従事している。 

 
－ プロジェクトで計画した研修以外に、州の農業事務所から研修内容を限定した「特設の」研

修要望があり、それらを実施してきた。 
 
－ 本プロジェクトといくつかの大学との連携、協力が検討、調整されている。 

 
－ センターを中心とするマザンダラン州において裏作栽培農家が増加し、野菜の耕地面積の増

加による緑地が広まり、景観美を形成している。 
 
－ 本プロジェクトおよび以前の JICA 協力の結果、イラン国議員、閣僚が圃場整備の重要性を
再認識している。 

 

４－１－５ 自立発展性 

自立発展性は全体的に高いといえる。 
(1) 政策・組織面 
政策・組織的自立発展性は高いといえる。 
農業省は麦作 10 カ年計画を策定していたが、今後は稲作についても 10 カ年計画を策定す
るよう、農業開発推進大臣から指示が出された。この計画には、圃場整備、灌漑排水、裏作、

機械化等々、本プロジェクトで扱うものが全て含まれる予定である。また、現行の第 3 次 5
カ年計画における農業分野の重点施策の項目の中に、「農業の機械化の推進」、「灌漑面積の拡

大と水利用効率の向上」、「生産の拡大による自給率の向上」が掲げられている。さらに、現

在策定中の第 4次経済社会文化開発計画（2005-2009）においても同様の項目が重視されるも
のと見られている。 
農業省と開発推進省が合併し未だに内部の組織は確定していないため、本センターの位置

づけが決定されるにはまだ時間を要する。しかし、2004年 2月にセンターの位置づけを協議
するためのユニットが設立され、いくつかの選択肢に基づいて協議を実施しており、早期の

決定を目指している。  
終了時評価調査時点で他の援助との競合・重複はないが、現在、世界銀行がカスピ海沿岸

地域で圃場整備、裏作を含む包括的プロジェクトを実施しており、農業開発推進省のプロジ

ェクト担当者は、本センターでの訓練実施を強く期待している。このことからもプロジェク

トの終了以降も組織的な重要性に変化はないと考えられる。 
 

(2) 技術面 
技術的自立発展性は適切といえる。 
カウンターパートの多くは本プロジェクトおよび前プロジェクトにより受入研修員として
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日本で研修を受けた経験を持ち、基礎的な技術的知識を習得している。また、科学論文の発

表、会議、フォーラムの場においてスピーチを行うなど技術的自立発展性の可能性は高いと

思われる。しかしながら、大学卒業（さらに兵役）後、間もなく当センターに配属されたス

タッフも多いことから、全般に現場経験が不足している。今後、事業実施機関等との交流な

どを通じて現場経験を積んでいけば、イランの自然的、社会的条件に即した圃場整備技術の

発展が期待できる。一方、プロジェクト開始後、研修講師の資格が変更され（研修講師要件

として修士以上）、不安を持っているカウンターパートもいる。しかし、多くのカウンターパ

ートは、圃場整備の知識および技術を吸収するために、センターで働き続けたいとの意志を

持っている。 
本センターが保有する実験室やフィールドを、大学生の研究の場として提供するなど、大

学との連携を積極的に取り入れたい旨がイラン側から表明されているが、本センターで不足

する部分の補強や、カウンターパートの能力向上に大学を活用することも期待できることか

ら、このような働きかけを積極的に導入し、大学との相互補完的な関係を築くことは重要で

ある。また、他の機関との交流を積極的に行い、実績を築くことで、地域に開かれた施設と

して本センターの位置付を高めることも期待できる。 
  

(3) 財政面 
財政的自立発展性は高いといえる。 
厳しいイランの財政事情にもかかわらず、イラン側が当センターの重要性を高く認識して

いることから十分な予算が配分されており、プロジェクト終了後もこれが維持できるものと

期待される。 
 

４－１－６ 阻害・貢献要因の総合的検証 

(1) 計画内容に関するもの 
農業開発推進省、マザンダラン州が圃場整備を優先課題とし、農家の関心も高い。しかし

ながら、計画内容が研修教材の準備に重点を置いていたため、実習がやや手薄になっている

現状がある。このため、計画と比較すると、成果「ハラーズ川流域における適正な機械化栽

培技術を展示するためのモデル圃場が実証普及拠点として整備される」等の進展に若干の遅

れが見られた。 
 

(2) 実施プロセスに関するもの 
イラン側が建設している研修センターは当初（R/D 締結時）のスケジュールからは２年遅
れているため、本格的な研修の実施が困難になっている。現在までのところ、２週間以内の

短期研修を試験的に実施している。しかし、政府全体の予算が圧縮されるなかで、センター

建設に係る予算は確保されており、また、来年度の予算もほぼ要求額どおり認められる予定

である。イラン側によると、2004年春にすべての施設の建設の完了が見込まれる。 
また、中間評価で指摘があったとおり、技術移転を行ううえで、カウンターパート間、専

門家間の連携、情報の共有があまり進んでおらず、今後は一層の情報の共有化を図る必要が

ある。 
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４－２ 結論 

本プロジェクトは、5 項目の評価結果から見ても、ほぼ目標を達成したといえる。プロジェクト
の効果を発展させるためにはさらなる改善が必要であるものの、カウンターパートは概ね研修コー

スを実施するために十分な知識および技術を習得している。また本格研修のための新研修センター

の建設が完了すれば、センターの研修能力は飛躍的に拡大すると思われる。よって、本プロジェク

トは、R/Dに従って 2004年 6月 30日に終了するものとする。 
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第５章 提言 

 
５－１ 提言 

残されたプロジェクト実施期間及び終了後、プロジェクトの成果をより広く確実に定着していく

ための課題として次の点に留意すべきである。 
 
(1) 研修センターの建設 
建設センターの建設が遅れていることから、これまでは試行的な研修実施に留まっていたた

め、現在建設中である新センターで一日も早く研修を行うための環境を整備する必要がある。

これまでに作成された教材や試行的研修で得られたノウハウを活用し、さらに新センターの設

備機能を十分利用して本格的な研修を実施するべきである。 
(2) 研修センターの位置づけ 
センターを有効に、また持続的に活用していくために、十分な予算確保や人員配置、公的な

研修修了証書の発行といったことが重要であり、そのためには農業開発推進省内におけるセン

ターの公的な位置づけが必要である。 
(3) 研修受講者のモニタリング 
    中間目標達成のために、研修受講後の日常業務において研修成果が活かされているかモニタ
リングして、研修効果を把握し、また新しい農業技術ニーズを捉え、研修内容のさらなる向上

を図っていくべきである。 
(4) 今後の支援の可能性 
    今後、イラン側の手によって本格的な研修が実施されていく中で、イラン側の要望があれば、
それに対する何らかの支援の可能性について日本側は検討をするべきである。 
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第６章 教訓 

 
６－１ 教訓 

PDM作成時において、指標の設定がやや明確性を欠いたものとなっている。PDMを使用し、一
貫したプロジェクトの管理を実施していくためには、計画作成時において、PDM の「指標」の設
定には十分配慮すべきである。 
具体的には、定性的な「指標」はできる限り避け、定量的な「指標」を設定すること、「プロジ

ェクト目標」レベルと「成果」レベルと指標が混同してしまっているため、理論的な整理を十分し

たうえで、それぞれのレベルに適した指標とすることが必要である。 
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第７章 その他 

 
７－１ 第三国研修 

ミニッツ及び合同評価レポートには記載は求められなかったが、イラン側は農業開発推進省副大

臣（プロジェクトダイレクター）や、プロジェクトマネージャーから、将来、新しいセンターを活

用して第三国研修を実施したい旨の発言があった。 
これに対し、まずは新センターで本格研修を実践していくことが重要との認識から、日本側とし

ては特に第三国研修には言及せず本格研修の早期実施を促進するよう発言した。 
以上 
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１．調査日程 

平成 16年 2月 26日（木）～同年 3月 16日（火） 20日間 
団員Ⅰ：荒井、田尻、安部、渡辺 
団員Ⅱ：岸並 

行  程 月 日 曜日 

団員Ⅰ 団員Ⅱ 
2月 26日 木  成田発→バンコク経由→ 
2月 27日 金  →ドバイ経由→テヘラン着 

専門家との打合せ 
2月 28日 土 

 
移動（テヘラン→アモール） 
専門家、C/Pからのヒアリン

2月 29日 
 

日  専門家、C/Pからのヒアリング
資料収集 

3月 1日 月  C/Pからのヒアリング、資料分

3月 2日 火  資料分析、評価レポート案作成

3月 3日 水  PCM手法説明、資料分析、評価
レポート案作成 

3月 4日 木  資料分析、評価レポート案作成

3月 5日 金 成田発→バンコク経由→ 資料分析、評価レポート案作成

3月 6日 土 →ドバイ経由（悪天候によるド
バイ空港閉鎖のためダイヤが大

幅に乱れる）→ 

評価レポート案作成 
移動（アモール→テヘラン） 

3月 7日 日 →テヘラン着 
プロジェクトマネージャー表敬 
農業開発推進省副大臣表敬 
移動（テヘラン→アモール） 
第 1回合同評価会（合同評価チーム結成、評価方法の説明） 

3月 8日 月 合同評価チームによる専門家、C/Pからのヒアリング、新センタ
設状況視察、日本人専門家と打合せ 

3月 9日 火 第 2回合同評価会（合同評価レポート案の作成） 
3月 10日 水 第 3回合同評価会（合同評価レポート案の作成） 
3月 11日 木 第 4回合同評価会（合同評価レポート案の作成） 

合同評価レポートの署名 
プロジェクトマネージャーへの報告及びミニッツの署名・交換 

3月 12日 金 移動（アモール→テヘラン） 
資料整理 

3月 13日 土 農業開発推進省への報告 
3月 14日 日 大使館への報告 
3月 15日 月 テヘラン発→バーレーン経由→ 
3月 16日 火 →香港経由→成田着(JL732 19:55)／田尻団員のみ関西空港着（JL）
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付属資料 2

２．主要面談者 

主要面会者 所属職位等 

 
（イラン側） 
農業開発推進省 

Dr. A.Bakhshandeh 

Dr. GH.A.Najafi 

 
 

 

副大臣（プロジェクトダイレクター） 

営農普及計画局長（プロジェクトマネージャー） 

 

プロジェクト 

Mr. Hasan Najafi 
Mr. Ramzan Mousavi 
Mr. Nouvollah Jalali 
Mr. Bahman Amiri 
Mr. Hosein Tonkaboni 
Mr. Valiollah Korimi 
Mr. Hamid Aghagolzadeh 
Mr. Soheyl Mirzadeh 

 
 
サブサイトマネージャー 
積算・施工・施工管理部門チーフ 
調査・計画・設計部門チーフ 
栽培部門チーフ 
圃場整備事業制度部門チーフ 
基礎技術部門チーフ 
機械化部門チーフ 
総務部門チーフ 

 
（日本側） 

 

在イラン日本大使館 
 伊藤 秀樹 
 鳥井 健太郎 
 田中 泉 

 
公使 
一等書記官 
JICA専門家（援助調整） 

 
農業開発推進省 
 古殿 晴悟  
 
プロジェクト 
 池内 透 
 木村 安広 
 加藤 和憲 
 榊 道彦 
 椿 明浩 
 山口 浩司 

 
 
JICA専門家（農業開発） 
 
 
チーフアドバイザー／事業制度 
業務調整 
基礎技術 
積算・施工･施工管理 
調査・計画・設計 
稲作機械化（短期専門家） 

 



 Project Design Matrixes  
ﾀｰｹﾞｯﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ: 圃場整備関連技術者、技能者および農家 

 プロジェクトの要約 指標 入手手段 外部条件 
上位目標 
米の生産性の向上とともに米の生産が増加する 

1.コメ生産のコストが低下する 
2.米の単位収量が増加する                   
3.稲の作付面積が増加する 

- 州政府の農業統計 
- 農業開発促進省の報告書 

- 農業に関する国家政策が変
化しない  

- 旱魃や洪水等によって、稲
の生長が影響を受けない 

中間目標 
圃場整備の進展と共に稲作技術が向上する 

 
1.マザンダラン州およびギラン州における水稲の単位収量が増加す
る 
2.マザンダラン州およびギラン州における圃場整備面積が増加する 

 
- 州政府の農業統計 
- 圃場整備プロジェクトの結果 
- 農業開発促進省の報告書 

 
- 農業に関する国家政策が変
化しない  

- 農業拡張システムが十分に
機能する 

- 主な排水施設が確立する  
プロジェクト目標 
圃場整備および整備後の圃場における米生産に係る人

材開発のための技術的な機関としてハラーズ農業技術

養成センターの技術者養成機能が強化・充実する 

 
1.研修計画の運営管理システムが存在し、機能している 

2.実施した研修コース数および研修生の受入数が想定したレベル

に達している 

3.研修生の延べ人数が 1400 人に達する 

4.研修コースの数が 58 に達する 

5.研修生の現場技術力が向上する 

 
- プロジェクト実施記録 
- プロジェクト実施記録  
 
- プロジェクト実施記録   
*1: 途中で退職した研修生の数を考慮
する。修了証書を 取得した研修生の数
をベースとする。技術者および技能者

のみが修了試験を受けることができ

る。  
*2: この指標は各研修コースのキャパ
シティが研修生数と合致していない場

合は使用しない。 
- フォローアップ調査(質問票)  

 
- 圃場整備計画が作成され、
圃場のための施設ができる 

- 圃場整備のための予算が確
保される。 

- 農家が圃場整備プロジェク
トに積極的に参加する  

- 農業拡張システムが十分に
機能する 

- センターの運営および人員
のための予算が継続的に確

保される 
  

成果 
1. 研修実施体制が確立する 
 
 
 
 
 

 
1-1 年間研修計画の作成と研修の評価に基づく研修内容が改善する

1-2 研修コース別の研修カリキュラムの作成と研修の評価に基づく

カリキュラム内容が改善する 

1-3 研修科目ごとのシラバスの作成と研修の評価に基づくシラバス

の内容が改善する   
 

 
1-1 プロジェクト実施記録 
 
1-2 プロジェクト実施記録  
 
1-3 プロジェクト実施記録  
 

2. 教材が作成される  
 
 

2-1 研修テキストが 64 作成される 

2-2 研修マニュアルが 31 作成される 
 

2-1 プロジェクト実施記録  
 
 

3. 研修講師が確保される  
 

3-1 少なくとも 12 人のカウンターパートが研修生を独自に指導で

きる 

 

3-1プロジェクト実施記録  
 

4. 研修計画に従って技術者、技能者、農家に研修が
実施される  

 

4-1 研修時間がのべ 5800 時間となる 

 

 

4-1 プロジェクト実施記録 
 
 

5. ハラーズ川流域における適正な機械化栽培技術を
展示するためのモデル圃場が実証普及拠点として

整備される  

5-1 米の平均単位収量が他の地域と比較して 5%高い 

5-2 稲作労働時間が他の地域と比較して 468 時間短縮される 

5-3 パイロットモデル圃場における実証・展示・普及活動の対象と

なった農業者数が 1000 人となる 

5-1 プロジェクト実施記録   
5-2プロジェクト実施記録 
5-3 プロジェクト実施記録     

 
- センターの役割および機能
の重要性が中央・地方政府

により促進され、支援シス

テムが確立される  
- 農家が積極的に参加する 
- 外部機関がプロジェクトに
協力する   

付属資料 3 



 
投  入 

 
(日本側) 
1. 人員  
1-1 長期専門家 

 
(イラン側) 
1. 人員  
1-1 プロジェクトダイレクター
1-2 プロジェクトマネージャー
1-3 サイトマネージャー  
1-4 カウンターパート  
  

  
 
 
 
 
 
 
 

リーダー / 事業実施体制  
調整員  
基礎理論  
調査・計画・設計 
積算・施工 
 

 

1-2 短期専門家 

2. 事務職員 
秘書 
運転手 その他 
 
 
3. 土地・建物・施設 

  

外部条件  
• C/Pが継続して配置される 
• 参加者の能力が保証される 
• センター付属の農家の活動と研
修実施は違う機関が行う  

 

 

 
 
4. ローカルコスト  
             

栽培 
機械化 その他 
 
2. 日本における C/P研修  
 
 
3. 機材供与  
 
 
4. 現地運営費一般  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

活動 
1-1 各分野の既存技術を調査見直しする  
1-2 研修カリキュラムを策定する  
1-3 研修シラバスを策定する 
 
2-1 各分野および各ターゲットグループのた
めのテキストを策定する 

2-2 各研修分野の補助教材を策定する  
 
3-1 新しい講師のために教育手法の研修を実
施する  

3-2 C/P講師の能力、技能を評価する 
3-3 外部機関との調整および協力をする 
 
4-1 研修コースによる研修を実施する 
4-2 各研修コースを評価する 
 
5-1 3つのパイロットモデル農場を統合する 
5-2 パイロットモデル農場における機械化稲
作を展示する  

5-3 パイロットモデル農場における裏作を展
示する 

5-4 パイロットモデル農場近くの研修生およ
び農家に実習を実施する 

5-5 5-4 パイロットモデルにおける活動結果
をセンターレポートへ反映する 

5-6 機械化稲作および冬作物を CAPIC の土地
に展示 する 

 

   

前提条件  
• 研修施設が適切な時期に確立さ
れる  

• 能力が高い人員が C/Pとして適
所に配置される 

• 必要資機材の税関手続きがすみ
やかに実施される. 

 















































































 
 

組 織 図 
 
 
 
 

事業制度 

総務部門 農業機械部門 営農部門

JICA専門家 

HAHRDC ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ

基盤整備部門 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ

計画･経済担当副大臣

基礎理論 積算･施工 調査･計画･設計 

農業ジハード省  
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